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市民発電所
１千基超え
１９９０年代半ばに始まった市民

共同発電所づくりは、太陽光発電

の建設費がkW当たり１００万円

台に下がってきたことを背景に、

反原発運動や気候変動対策に向

けた市民運動としてスタートした。

そして、２０１２年の全量固定価格

買取制度（FIT）で一気に建設が

進んだ。



⚫ FIT買取価格の下落スピードに比して建設費が下がらない
⚫ 建設費をまかなうため発電出力が大型化
→事業採算性が取れないことから、市民・地域による市民発電所の建設意欲が減退



出展：自然エネルギー財団 連載コラム「電気料金の
上昇～再エネ賦課金が原因か」

24.４４円
2５．９４円

2７．４５円
2７．７７円上がり続ける

電気料金
一方で、電気料金は年々上昇して

いる。再生可能エネルギー賦課金

の上昇もさることながら、輸入す

る化石燃料の価格上昇も要因。さ

らに、市場連動に伴い需給バラン

スが崩れたらkWh当たり２５０円

に跳ね上がることが分かった。



⚫ 市民で再生可能エネルギーを増やしたい

⚫ 買取価格低下で全量売電は無理

⚫ 電気料金＞買取価格

⚫ 売電よりも自家消費の方が事業性

⚫ 自家消費型発電所も散見されるように
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自家消費となれば、全量売電には無い事業特性があるもの
と思われる。自家消費型発電所の事例調査から、その特性
を探り出し、共通点をまとめることで、再生可能エネルギー
発電事業を希望する市民・地域にとって事業化を後押しす
る基礎になると考えた。



自家消費型
発電所とは
需要家が小売事業者を介さずに、

直接発電事業者と電気の購入契

約（ＰＰＡ＝Power Purchase

Agreement）を結び、直接的ま

たは間接的に調達できる発電所

を指す。

直接的とは需要家の屋根に太陽

光発電を載せて自家消費する「オ

ンサイトＰＰＡ」であり、間接的とは

送電線に自己託送して供給する

「オフサイトPPA」のことである。

出展：資源エネルギー庁「再エネ導入拡大に向けた
事業環境整備について」（２０２１．３．１０）



意外に多い
自家消費型
発電出力５０ｋW未満の発電所グ

ループ（７６３ヶ所）に対して、自家

消費型は３１３ヶ所と約４割を占

める。これは、FIT制度による全

量買取が始まる２０１２年以前に

建設された市民発電所が自家消

費型＝オンサイトＰＰＡだったため。

ＦＩＴ買取価格の下落に伴い、かつ

ての形態に戻ったとも言える。古

くて新しい発電所なのである。



紹介事例を
見てみると
台帳で紹介している発電所事例

を見てみると、規模が比較的小さ

い場合は自分たちで資金調達し

ているが、大きい場合は補助金を

活用している。

２０１８年以降の自家消費型発電

所の出力平均を見ると２０ｋW未

満であり、そこが分岐点になるの

ではないか。資金調達手段も疑似

私募債と寄付金が増えてくる。

発電事業者 需要家
発電出力
上段：モジュール
下段：パワコン

オン
オフ

資金調達

一般社団法人
銀座環境会議

宗教施設
（教会）

１４．８８
（９．９）

オン
・買取（オーナー）
・寄付金

ＮＰＯ法人
上田市民エネルギー

店舗
（古材販売店）

４２．２４
（２７．５）

オン
・市民信託
・需要家

株式会社
市民エネルギーとっとり

団体施設
（労働組合）

２３．７６
（１６．５）

オン
・疑似私募債
・寄付金

ＮＰＯ法人
豊中市民エネルギーの会

教育施設
（学校法人）

８．１６
（４．０）

オン
・疑似私募債
・寄付金
・自治体補助金

みやぎ地域エネルギー
合同会社

団体施設
（生協）

８１．０
（４９．５）

オン
・私募債
・自治体補助金

一般社団法人
あびこ自然エネルギー

団体施設
（福祉ＮＰＯ）

１１．０
（１０．５９）

オン
・無分配出資
・寄付金

合同会社
かなごてファーム

カフェ、
スポーツ施設

７７．７
（４９．５）

オフ
・金融機関融資
・政府補助金



⚫ 災害時でも電気が使える
・停電時でも自立運転モードに切り替えれば給電可能

⚫ 再生可能エネルギー賦課金の負担無し
・自家消費分は賦課金（３円/ｋWh）が支払い無用

⚫ 環境価値は１００％保証される
・自家消費分は環境価値をFIT制度に奪われない

⚫ 電力会社の電気料金よりも安いかも
・ｋWh当たり約２８円から２５円で済む

⚫ 地域のカーボンニュートラルに貢献
・発電所が増えればエネルギー起源のＣＯ２排出量減に

自家消費型のメリット



地域電力事業
に使える
第６次エネルギー基本計画では再

生可能エネルギーの導入目標が

大幅に引き上げられ、地域で電源

開発を旺盛に進める必要がある。

需要家に無料で太陽光発電シス

テムを設置し、自家消費分を給電

する代わりに電気料金相当額を

徴収する。電力会社の電気料金よ

りも安く給電でき、しかも再生可

能エネルギーの導入に資する。

出展：たんたんエナジー株式会社「市民出資型オン
サイトPPA事業の実施について」
（２０２１．１１．２２）

● 地域貢献型再エネ事業推進に関する5者連携協定

① 福知山市 ：公共施設の屋根貸し
② 京都北都信用金庫 ：融資
③ プラスソーシャルインベストメント株式会社 ：市民出資募集
④ 龍谷大学 ：地域防災支援
⑤ たんたんエナジー株式会社 ：発電所設置
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ご清聴ありがとうございました！


